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脱炭素社会に向けた建設業界の取り組み 
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Efforts for Decarbonization Society in Construction Industry 

  

Yoshihiko HIGUCHI*  

 

Synopsis:  Recent trend of increasing climate variation partly results from global warming due to 

increasing carbon dioxide content in the air. Therefore, it is important to suppress the emission of 

carbon dioxide associated with human activity especially in construction industry because large 

amounts of carbon dioxide are emitted during manufacturing cement or concrete. In the present report, 

the efforts for decarbonization society in construction industry are presented in the viewpoint of 

reduction and absorption of carbon dioxide in the concrete making process and utilization of geo-

polymer in which cement and concrete are not used.        
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１． 緒  言 

近年，地球温暖化による気候変動の増大が危惧さ

れている．国際連合から 2021 年 8 月に出されたニ

ュースプレス 1)では，気候変動に関する政府間パネ

ル（IPCC）の最新報告書に言及して，地球の平均

気温の上昇量が産業革命 1.5℃を越えると現在より

も気候変動が激しくなると発表されている．世界の

各地で台風やハリケーン，局地的な集中豪雨の発生

状況が変化する傾向が見え始めており，気候変動が

人々の生活基盤や経済界，産業界に及ぼす悪影響も

顕在化しつつある．その結果，世界各国で地球温暖

化ガスの一つである CO2 排出量を削減する目標年

度を繰り上げる動きが活発化している．例えば，米

国は 2025 年に 26-28%削減だった目標が 2030 年

に 50-52%削減へ，英国は 2030 年に 55%削減から

同年 68%削減へ，カナダも 2030 年に 30%削減か

ら同年 40-45%削減へ前倒しがされている．これま

で，CO2削減に消極的だった中国も 2060 年にカー

ボンニュートラルを達成する目標を発表している．

このような国際情勢の中で，日本も 2030 年に 26%

削減から同年 46%削減へと目標を上方修正してい

る．ところで，2019 年度の日本の CO2排出量 2)は

11 億 794 万トンであり，2013 年度から約 14.0%減

少しているものの，中国，米国，インド，ロシアに

続く世界第 5 位の CO2 排出国であり，その削減動

向は世界から注目されている．日本の排出量(間接

排出量)の内訳 2)は，多い順に産業部門 34.7%，運輸

部門 18.6%，業務その他部門 17.4%である．産業部

門のうち，建設業界あるいはそれに関連するセメン

ト業界での CO2 排出量が比較的多い．そこで，本

稿では建設業界の現状と脱炭素社会の実現に向け

た具体的な対策などを整理して紹介する． 

 

２．建設業界における取組 

セメント協会 3)は最近のセメント生産量が年間

6000 万トン前後で推移しており，その製造工程で

4000万トンの CO2を排出していると報告している．

セメントは原料の石灰石(主成分が炭酸カルシウム，

CaCO3)を粉砕する原料工程，粉砕した原料を
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1450℃の高温で焼いてクリンカにする焼成工程，

これに石膏を加えて粉砕する仕上げ工程を経て製

造される．焼成工程では，高温状態を作るために燃

料を燃やすことで CO2 が発生し，さらに反応式(1)

のように石灰石が分解することによって，CO2が発

生する．また，全工程で電気エネルギーを使用する

ことで間接的に CO2 を発生させている．以上の理

由からセメント業界の CO2 発生量は産業界の中で

も多い部門の一つになっている． 

 

CaCO3 = CaO + CO2            (1) 

 

また，セメントに細骨材や粗骨材を混ぜて製造す

るコンクリートは 1 立方メートル当たり 250kg の

CO2が排出されると報告されている．また，全世界

の CO2排出量の約 10%がセメント・コンクリート

業界からのものであるといわれている 4)． 

 以上のように石灰石を原料として作られるセメ

ントはポルトランドセメントと呼ばれ，従来から

CO2排出量を削減する方策がとられてきた．その一

つに，製鉄業界の生産時に副次的に発生する高炉ス

ラグを微粉末にしてポルトランドセメントと混ぜ

て作られる高炉セメントがある．高炉セメントは高

炉スラグで置き換えられた分だけ石灰石の使用量

が減少するため，ポルトランドセメントに対して

CO2発生量を 40%削減することができる．2001 年

には「国等による環境物品等の調達の推進等に関す

る法律」（グリーン購入法）の公共工事における特

定調達品目に指定され，全国のセメントの 20%，東

京都の大規模建設物に限定すると 33%以上のシェ

アに到達している 5,6)． 

 日本建設業連合会では，建設業の環境自主行動計

画を作成し，低炭素型コンクリートの活用等を通じ

て脱炭素社会に取り組み 2030-2040 粘度の早い段

階で 2013 年度に対して CO2 排出量を 40%削減す

ることを公表している 7)． 

 

３．コンクリートの CO2 吸収能力 

コンクリートを用いて建造された構造物は寿命

を迎えた後に解体され，一部再利用されるが，その

過程で大気中の CO2 を吸収すると言われている．

そこで，最初にコンクリートのライフタイム全体で

の正味の CO2 排出量を評価しておくことにする．

セメントは複数の鉱物相から構成されており，多い

順に示すとエーライト（3CaO･SiO2），ビーライト

（2CaO･SiO2），カルシウムアルミネート（3CaO･

Al2O3），フェライト（4CaO･Al2O3･3Fe2O3）である．

セメントに水混ぜて混錬し，養生すると水和反応が

起こり，トベルモライト（2CaO･SiO2･3H2O），水

酸化カルシウム（Ca(OH)2），エトリンガイト

（3CaO･Al2O3･3CaSO4･32H2O），モノサルフェー

ト（3CaO･Al2O3･CaSO4･12H2O）などの水和物が

生じて硬化する．大気中の CO2 を吸収する炭酸化

では，炭酸水素イオンを溶解した水分がコンクリー

トと接触し，上記の水和物からもたらされるカルシ

ウムイオンと反応して炭酸カルシウムが生成する．

これによってコンクリートの空隙水はアルカリ性

から徐々に中性化していく．この反応が進む速度は

様々な条件の影響を受け，土木学会 8)や日本建築学

会 9)で算定式が提案されている．また，ここでは言

及しないが，これ以外にも各種要因を個別に評価し

た調査が多数報告されている． 

これらの報告をもとにして，コンクリートの CO2

吸収量に関する様々な評価されている．例えば，兵

頭ら 10)は解体・再利用を含めた合計の CO2吸収量

は年間 210～510 万トン，CO2 吸収率は 10～25%

であると推定している．以上の推定から，現状のコ

ンクリートは使用中に CO2 を吸収するが，その吸

収量は年間排出量である 4000 万トンに対しては，

必ずしも十分ではないことがわかる 

 

４．コンクリート製造・利用時の CO2 削減 

前節で述べた通り，コンクリートによる CO2 吸

収を加味しても，コンクリート業界において CO2

排出量を削減することは大きな課題であり，コンク

リート構造物を長持ちさせて使用量を減らすこと，

発生した二酸化炭素を 回収して貯留する

CCS(Carbon Capture and Storage)や回収して有

効 利 用 す る CCU(Carbon Capture and 

Utilization)を推進すること，さらに製造時に CO2

が発生しないコンクリート代替物を開発すること

が求められている． 

 

4.1 コンクリート長寿命化 

コンクリートは水和反応を利用して硬化させる

ため施工時に水を加えているが，長期間使用すると
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水分濃度が減少し収縮し始め，割れによる劣化が不

可避的に生じる．ひび割れ箇所を定期的にチェック

し，その都度補修するには多大なコストがかかるた

めに各種の自己治癒コンクリート (self-healing 

concrete)が考案されている．従来の自己治癒コン

クリートは割れ箇所に染み込んだ水により局所的

に膨張させるタイプや水和物を生成させてひびを

埋めるタイプが一般的であった 11,12)． 

2007 年，バクテリアなどの微生物を利用して自

己治癒する画期的なコンクリートがデルフト工科

大学の H.M.Jonkers 准教授 13)により発表された．

コンクリート中に微生物と乳酸カルシウムをあら

かじめ，混ぜ込んだコンクリートを打設すると，外

部から遮断された微生物は休眠状態になるが，年月

の経過とともに発生するひび割れを通じて，外界の

水と空気と接触することによって活動を開始し，乳

酸カルシウムをもとに炭酸カルシムが生み出され

ることでひび割れが閉塞するという原理である．ひ

び割れが閉塞して外界から遮断された微生物は再

び休眠状態となり，次にひび割れが発生した時に活

動を再開する．最近，この技術の適用が各社から発

表されており 14-16)，コンクリートの長寿命化によ

る 

CO2削減が期待されている． 

 

4.2 コンクリートへの CO2 吸収 

発生した二酸化炭素を回収して貯留・利用する

CCS，CCU に関しても研究開発が進んでいる．鹿

島建設 17)は石灰石の焼成時や火力発電所創業時に

発生する二酸化炭素を回収して，特殊混和材と石炭

灰を使用したコンクリートに吸い込ませる技術（強

制炭酸化養生）を「CO2-SUICOM」の名称で開発

している．特殊混和剤は化学工場からの副産品であ

る消石灰から製造した γ2CaO･SiO2 や火力発電所

の副産品である石炭灰から構成されており，セメン

ト使用量自体を削減することが可能である．この

CO2 吸収とセメント削減の効果を合わせるとプレ

キャストコンクリート型枠パネル製造時の CO2 発

生量を実質的にゼロ以下にすることができると報

告されている．さらに，東京ガスと都市ガスの燃焼

排ガス中の CO2 の回収固定化で協力することが発

表されており 18)，この技術の適用拡大が期待され

ている． 

ただし，この技術は CO2 吸収のための炭酸化養

生槽が必要であり，現場打設ができないという課題

があり，適用する際の制約が存在している．また，

一般的なコンクリートは水和反応によって生じる

Ca(OH)2 によって内部の PH が 12 から 13 のアル

カリ性を示すのに対し，「CO2-SUICOM」では酸性

である CO2 の吸収によって中性に近づいていくた

め，無筋コンクリートの場合には問題ないが，鉄筋

コンクリートの場合には鉄筋の腐食を抑制する機

能が失われてしまう懸念がある．後者については，

水和反応に関与していないセメントがあらためて

Ca(OH)2を生成することによって，通常のコンクリ

ートと同等のアルカリ性が維持されるため，鉄筋腐

食には影響しないという意見もあるが，この点は現

時点でも明確にはなっていない 19)． 

 これらの課題を解決するために，鹿島建設，中国

電力，三菱商事は共同で新エネルギー・産業技術総

合開発機構(NEDO: New Energy and Industrial 

Technology  Development Organization)に 2020

年 8 月採択された公募委託事業「CO2 有効利用コ

ンクリートの研究開発」を進めている 20)． 

なお，セメントの一部を高炉スラグで置き換えた

高炉セメントはグリーン購入法の特定調達品目と

して利用されていることはすでに述べたが，最近に

なって高炉スラグの配合率を高くしたコンクリー

トの開発が活発化している 21)．従来，高炉スラグ配

合率を高めすぎると，コンクリート表面での剥離が

生じるアブサンデン現象が生じやすいと言われて

いたが，宮原ら 22)は結合剤に高炉スラグ微粉末，刺

激剤に水酸化カルシウムを用いて，高炉スラグの配

合率を高めたコンクリートの製造が可能であると

報告している． 

大成建設はこれらの知見をもとに，セメント原料

に占める高炉スラグの比率を従来よりも大幅に高

めることができるコンクリートを 2014年に開発し，

「T-eConcrete」と命名している 23)．さらに，排ガ

スから回収した CO2 をコンクリート内部に固定す

る技術を開発し，「T-eConcrete/Carbon-Recycle」

と名付けている 24)．この技術は CO2を直接コンク

リートに接触させるのではなく，いったん炭酸カル

シウムにしてから結合剤である高炉スラグと混ぜ

て使用するために，コンクリートは高アルカリ性を

維持できることから鉄筋コンクリートへの適用が
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可能で，従来の設備をそのまま使って現場打設も可

能であると，と報告されている． 

NEDOのムーンショット型研究開発事業「C4S研

究開発プロジェクト」を推進する産学連携グループ

は，構造物の解体等にともなって発生する廃コンク

リートを破砕して得た細粒と大気中の希薄な濃度

の CO2 との反応によって炭酸カルシウム析出を促

し，これらを一体化して硬化体 CCC(Calcium 

Carbonate Concrete)にする技術を開発した 25)．従

来は産業廃棄物であった廃コンクリートが資源と

してリサイクルされ，その上に大気中の CO2 を吸

収し有効利用するという技術である．課題は製造し

たコンクリートの強度を現状の 8MPaから 2030年

に 30MPa に引き上げることだが，実用化の際には

大気中 CO2削減に大きく貢献する可能性がある． 

 

4.3 セメントフリーコンクリート 

ここまでは，原材料としてカルシウムを使用する

ことを前提としてコンクリートを製造・利用する技

術を紹介したが，次にカルシウムフリーのコンクリ

ートであるジオポリマーについて述べる．ジオポリ

マーとはフランスの Davidovits 26)が発見した珪酸

アルカリ性溶液とメタカリオンを混合する手法に

より形成された固化重合体である．現在，高炉スラ

グの微粉末やフライアッシュなどを原料とする珪

酸アルミニウムとアルカリ溶液を混ぜて作られる

のが一般的であり，セメントのように石灰石の焼成

にともなう CO2 発生がないことが特徴である．ア

ルカリ溶液と接触した珪酸アルミニウムから Si イ

オンと Al イオンが溶け出し，縮重合反応により固

化体を形成する．一般的なコンクリートと比較して，

耐酸性および耐熱性に優れており，コンクリートや

鋼材との付着性が良好であることが知られている．

最近の研究動向についての詳細は，恩田ら 27) ，お

よび，一宮 28)が解説している． 

ただし，ジオポリマーにおける縮重合反応の進行

速度や粘度を制御することは一般的に容易ではな

く，施工時の可使時間が短い，高粘度のために狭い

場所を充填するのが難しい，などの欠点を有してい

た．最近，この欠点を混和剤の工夫によって改善し，

流動性を確保できる時間を長くし，粘度を低減でき

るようになり，従来のコンクリート用ミキサーやポ

ンプが利用できるようになった．その事例として，

日本製鉄の東日本製鉄所鹿島地区構内の高温環境

の擁壁（RC 構造）補修工事への適用例が報告がさ

れている 29)．また，もう一つの欠点である凍結時の

性能低下という課題に対しても，最近では耐凍害性

の高いジオポリマーが開発されたという報告があ

り，実用化が期待されている 30 

なお，ジオポリマーの原料として想定されてきた

のは石炭火力発電での副生成物であるシリカを主

成分とする石炭灰だが，石炭火力発電を縮小させる

世界的な動向が近年になって加速しており，長期的

視点で考えると石炭灰の代替物を今から検討して

おく必要がある．その候補としては，下水汚泥焼却

灰 31)や製紙スラッジ焼却灰などの活用が検討され

始めている 32)．また，原田と田島は，砂型を用いた

鋳造工程で発生する粉塵くずをジオポリマーの原

料として利用できる可能性を見出している 33)． 

 

５．結  言 

本稿では，地球温暖化ガスである CO2 の排出量

が相対的に多い建設業での脱炭素社会に向けての

取り組みについて紹介した．従来のように，生産時

に CO2 を排出する一方であった，セメントやコン

クリートに CO2 を吸収させる技術が開発されつつ

ある．この CO2 吸収技術は使い方にもよるが，実

質的な排出量をゼロまたはマイナスにすることも

可能である．また，CO2排出の原因であったセメン

トを使用しないジオポリマーが最近になって実用

化され，その扱いにくさも解消されて徐々に適用さ

れる場面が増えてきている． 

これらの技術はコスト面や適用時の制約などの

面で問題はあるものの，将来に向けて利用量が拡大

することで CO2 の排出量低減に寄与することが期

待される． 
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